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2016 年 5 月 31 日 

企業会計基準委員会 御中 

同志社大学大学院商学研究科 

博士(後期)課程 

佐藤 郁裕 

 

｢収益認識に関する包括的な会計基準の開発についての意見募集｣

に対する意見 
 

2016 年 2 月 4 日(改訂同年 4 月 22 日)に貴委員会より発せられました表記意

見募集に対して、小意見を次の通り申し上げます。 

よろしくご査収ください。 

 

【総論】 

既に貴委員会内で、過去よりご議論を尽くされてきたことと思われますが、

我が国の会計基準として、包括的な収益認識基準が開発されることは非常に重

要で意義深いことと考えます。 

我が国では収益認識は、一部、会計基準が公表・適用されている部分を除い

て、取引の性質を考慮した上で使い分けられている現状です。これは過去の実

務を積み重ねて集約したことが大きな原因と考えられます。 

したがって種々の会計処理を包括的にまとめ、会計基準として開発するのは、

どのようなものをベースに議論を始めても、意見が非常に分かれることもあり、

大きな困難を伴います。したがいまして、既に成立し(一つの法域だけではな

く)世界の広く市場で適用されようとしている基準を議論の端緒とすることが、

適切かと存じます。 

そして財務諸表作成者の立場としては、連結単体で同一のもの、そして欧米

の企業と容易に財務諸表が比較できるものになるようにご議論いただけたら

なお幸いです。 

 

 

質問 1 回答者の立場 

財務諸表作成者(及び研究者) 

 

 

質問 2 

IFRS15(Topic606)(以下、IFRS15)を議論の出発点にすることに賛成します。 
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【理由】 

◆我が国で収益認識の包括的な会計基準は必要ないか、どうか。 

→1)我が国の現状の会計処理は、同種の取引において会計処理が 100%同じにな

っているとは言い切れない(緩い統一、会計処理(基準の解釈・適用)の「ゆらぎ」)。 

2)包括的な収益認識会計基準がないがゆえに、財務諸表利用者、特に J-GAAP

に慣れていない(日本人以外の)外国人などの利用者にとっては分かりづらい。 

3)収益認識について開示される情報が少ない(ほとんど記載されていない)。

財務諸表利用者、特に我が国の会計基準(以下、J-GAAP。)に慣れていない外国

人などの利用者にとっては分かりづらい。 

4)レジェンド問題は再び起こしてはならない。 

J-GAAP と IAS18 での会計処理の比較・分析すると、両者の差の多くは J-GAAP

を緩く解釈・適用されていることに起因する。J-GAAP で厳格な解釈とならない

のは、我が国に収益認識の包括的な会計基準がないことによると考えられる。 

 

⇒以上の理由により、我が国にも収益認識の包括的な会計基準は必要であると

考えます。 

 

◆収益認識の包括的な会計基準の開発の方法(選択肢) 

1)わが国独自の包括的な会計基準を一から議論する。 

2)すでに広く用いられる会計基準を出発点に議論する。 

  1.IFRS15 

2.税法基準 

3.認識基準は現 J-GAAP のままで、開示(注記情報)の充実を推進 

4.これ以外の会計基準 

 

【考え方】 

→1)従前の会計基準(「実現主義の下での収益認識要件」)よりも詳細に規定す

るため、合意形成に時間がかかる。 

 当然のことではあるが、現在の会計処理から変更する企業は相当数出ると予

想される。 

 2)既に(国際的に)広くの国・地域で適用されている会計基準を採用する場合、

財務諸表の比較可能性が向上する。 

 3)我が国独自の商慣習を理由に、既に(国際的に)広くの国・地域で適用され

ている会計基準を採用できないとする場合、我が国マーケットの特異性を主

張することになる。 
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【結論】 

「現在の会計処理と異なるから」または「現在の会計処理から変更すると影響

額が大きいから」という理由では、反対すべきでないと考えます。 

我が国独自の案から、収益認識の包括的な会計基準を検討したとしても同様の

ことが起きると思われるので、これは収益認識の包括的な会計基準を我が国で

は必要としないというのに等しく、レジェンド問題が再び起こる懸念が生じま

す。 

 

 

質問 3  

①17 の予備的に認識している適用上の課題は適切か。これ以外に適用上の課題

はあるか。 

②影響を受けると考えられる取引例は適切か。これ以外に影響を受けると考え

られる取引はあるか。 

③各々の論点についてのコメント。 

 

① ～③について論点毎にまとめてコメント 

･･･合わせて、別紙(sato160531_【補足】収益認識整理.xls ファイル)参照のこ

と。 

 

(論点 1)契約の結合 

1)企業は同一の顧客とのほぼ同時の複数の契約について契約の結合をしなけれ

ばならないかどうかを判断することになりますが、(法)形式と異なる会計処理

を行っても大きな問題がないかの点で危惧されます。 

2) 30 項については、企業(の管理部門)としては、このような場合に内部業績

管理は個々の契約単位でされるのではなく、結合した(実質的な)単位で行うべ

きで問題ないと思われます。(営業部門では指摘の問題が出るかも知れませんが、

「実質の管理」を管理部門としては大いに進めたいところです。) 

 

(論点 2)契約の変更 

・特にありません。 

 

(論点 3)約束と別個のものか否かの判断 

・別個の独立した履行義務か単一の履行義務かの判断は、物品の販売と当該物

品に関する役務の提供の事例では、代わって他の誰でもできる役務の場合には

物品の販売とは別個の履行義務、複雑な作業を伴う役務の場合には物品の販売
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と合わせて単一の履行義務と IFRS15 ではしているが、「複雑ではあるが他の者

が代わっては実行できる役務」も存在するので、理由づけとしてはわかりづら

いと思います。 

単に、販売された物品に関する役務の提供がなされなくとも顧客にとって物品

の価値があれば別個の履行義務、提供なくば顧客にとって販売された物品の価

値がなければ単一の履行義務と説明した方がわかりやすいと思います。 

 

(論点 4)追加的な財・サービスに対する顧客のオプション 

・特にありません。 

 

(論点 5)知的財産ライセンスの供与 

・特にありません。 

 

(論点 6)変動対価(リベート、仮価格等) 

・コメントは特にありません。 

 

(論点 7)返品権付販売 

・現行法人税法の下では、返品見積額の売上高での加算、返品調整引当金の否

認(損金経理要件)等、意見調整が必要と思われます。 

 

(論点 8)独立販売価格に基づく配分 

(論点 9)一定期間にわたり充足される履行義務 

・104 項の危惧に関しては期末日前後の取引に限定されると思います。IFRS15

で収益認識することは手間がかかりすぎるということだと思います。この場合

に、実務的には「進捗度を合理的に測定できない」扱いにするように検討する

と思われます。 

 

 (論点 10)一時点で充足される履行義務 

1)116 項、118 項で、J-GAAP では「取引の性質を考慮した上、使い分けられて

いる」とありますが、これは論理的な使い分けというよりも、経験的な使い

分けであると考えられます。したがって包括的な認識基準の開発という視点

では現 J-GAAP は不向きです(結果、もっと複雑で論理的には理解しにくい基

準ができる)。 

2)J-GAAP での物品の販売で、出荷基準を採る理由を考察すると、理由は「わか

りやすさ」にあるのではないでしょうか。すなわち、売上したかどうかの「わ

かりやすさ」、架空売上ではない運利上げの実在性の「わかりやすさ」です。 
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3)また物品の販売で、収益認識基準で企業と顧客の力の差が表れているとも思

われます。製造業の企業で製造用部品を売上げるのに、内国の大企業への売

上は検収基準で、子会社へ出荷基準という例もあります。もっとも「出荷基

準」と言いつつも、出荷後に例えばトラック事故で物品が棄損した場合には

企業が顧客に対して保証することになります。この場合、リスクから解放さ

れたとは言えないのですが、これで商品の販売の実現と言えるのでしょうか。 

 

(論点 11)顧客の未行使の権利(商品券等) 

・非行使部分の見積もりを行う IFRS15 の規定そのものは理解しますが、実務上

は、正しく見積もりを行うのは難しく(正しいかどうかが不明)企業間の見積も

りで大きく違いが生じるように思われます(財務諸表の企業間比較可能性に影

響を及ぼす)。 

 

(論点 12)返金不能の前払い報酬 

・特にありません。 

 

(論点 13)本人か代理人か(純額/総額表示) 

1)純額/総額表示の厳格化には大いに賛成です。 

現 J-GAAP では、総額/純額の業界間でのばらつきが大きいように思います。

例えば、小売業では大規模な商業施設を営む企業と一般商店では、実は全社は

仕入れリスクをとらず、納入業者に取らせている場合もあります。 

 

2)内部管理の視点からは、経営としてはマーケット規模を正しく把握したいた

め、正価×販売数量の金額で管理すべきです。したがって企業は(規模の大小に

かかわらず)、財務報告での収益認識額とは別に内部管理用指標を管理すべきと

考えます。(これは、現 J-GAAP であっても、純売上高より総売上高の方が有用

と考えることにも通じます。) 

 

(論点 14)第三者に代わって回収する金額(間接税等) 

・我が国の消費税法では税抜き経理は例外的の取扱いとなっています。IFRS15

では税抜き経理でなくてはできなくなると思われますが、そのことを明確に示

した方が良いと思います。 

 

(論点 15)顧客に支払われる対価の表示 

・前述、論点 13 2)の項に記した通りです。 

 

CL32 佐藤　郁裕



- 6 - 

 

(論点 16)契約コスト 

・特にありません。 

 

 (論点 17)貸借対照表項目の表示科目 

・特にありません。 

 

 

質問 4 これ以外の適用上の課題の詳細を説明する。 

・特にありません。 

 

質問 5 特に有用であると考えられる注記とその理由。 

以下の 2つの注記は特に有用と考えます。 

1)収益認識基準の物品・役務等毎の説明(認識時期とその理由)。 

新包括的な収益認識基準を収益の種類別にどのように適用したのかの説明。 

 

2)貸借対照表に計上される繰り延べられた収益の種類、金額、とその収益認識

の予定時期。 

 

質問 6 その他意見 

(契約の独立／関連・影響の判断) 

1)論点 1 の複数の契約は独立しているか、関連・影響しているかを判断し、後

者の場合は、複合して基準を適用させることは、実務上、混乱が多く生ずると

考えられます。契約の外形だけではなく、実質を捉え、それをベースに会計処

理に行うため、会計処理を行う者、すなわち財務諸表作成者の能力の差が出る

と思われます。会計監査を受ける場合はその監査人の能力にも影響を受けます

が、それよりも会計監査を受けない場合の方が多いので、会計処理の方の適用

でさらに問題が残ると思われます。 

 

(現在の J-GAAP) 

2)現在の J-GAAP の収益認識基準は、形式か実質かを問えば、形式重視となって

いることは明らかです。 

例えば、収益認識基準で契約の金額(形式)とその公正価値に大きな相違があ

る場合に、J-GAAP では金額は契約金額となります。携帯電話の利用契約の場面

で携帯電話機器の販売価格は購入者の意思決定に大きな影響を明らか与えてい

ますが(極端はゼロ円での携帯電話機器の販売)、このような場合には J-GAAP

では携帯電話の販売についての収益認識額は小さくなりますし、通話料はその
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後の一定期間に高く認識されます。このような営業施策は「会計」の外の経済

事象で我々の範囲外ですが、会計処理への影響は最小化すべく会計基準を定め

る必要があるように思います。 

 

(解釈の「ゆらぎ」をなくす) 

3)J-GAAP の現収益認識基準は「実現主義」すなわち、「財貨と役務の移転の完

了」と「対価の成立」で定められていますが、実際の日本での会計処理の実務

では同様の取引でも解釈に相当の「ゆらぎ」があるようです。これは会計監査

人設定会社間でも同様の状況です。EU は 2008 年に IFRS と J-GAAP がほぼ同等

の会計基準であると認めましたが、会計基準の適用についてはおそらく大きな

差があるように感じられます。 

収益認識の解釈に相当の相違、「実現主義」の「解釈のゆらぎ」は、J-GAAP

の収益認識基準の明文規定が少ないことも一因ではないかと考えています。定

めが少ないから「解釈がばらける→手前勝手な解釈をまねく→監査が難しくな

る」、そして「会計処理が色々」の構図。したがって、包括的な収益認識基準の

開発は我が国の会計の質の向上に大きな寄与が期待できます。 

 

(「売る」の意義とは) 

4)「金額が決まっていない」「返品・交換できる」「ただで他の物をサービスす

る」など、営業政策は販売者の購入者に対する戦術として必要性は認めますが、

「売る」(=収益)とはいったい何なんでしょうか (討議資料「財務会計の概念フ

レームワーク」の構成要素項に定義はありますが…) 。今回の包括的な収益認

識基準の開発議論で考えさせられます。 

 

 

以 上 
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Ref. No. 要旨 取引の説明 現J-GAAPの会計処理例 IAS18での会計処理 IFRS15/Topic606での会計処理 ポイント 論点1 論点2 論点3 論点4 論点5 論点6 論点7 論点8 論点9 論点10 論点11 論点12 論点13 論点14 論点15 論点16 論点17

その
他の
課題

コメント

1 物品の販売
1 1 贈答品 百貨店等の中元・歳暮品販売では、買い手(送り主)から贈

答品の対価を受領し(契約)、後日、配送業者が買い手指定
の受取人に贈答品を引き渡す。

・企業が買い手から対価を受領した時に収益認識する。
(本来はNG→商品を配送した時点で収益計上すべき。)

・企業が買い手と約したサービスを提供した時点(受取人に
配送時)に収益認識する。

・企業が買い手と約したサービスを提供した時点(受取人に
配送時)に収益認識する。配送先が日本国内の場合には契
約の分割(物品の販売と配送の分離)には該当しない

日別の契約金額とその配送日のデータを集め、決算日前後
の日別変化を把握する。

●

1 2 医薬品の備置き販売 内国の顧客宅等に医薬品を予め備え置き、顧客は消費を
もって購入の意思表示を行う。A社は備置き場所を定期的
に巡回し、医薬品の消費を確認する。

・企業は医薬品の消費を確認した時に、収益を認識する。
(本来はNG→最終巡回日から決算日までの収益を認識でな
い。)

・顧客先で確定した消費量に基づき、収益を認識する。 ・顧客先で確定した消費量に基づき、収益を認識する。 最終の巡回日以降、決算日までの収益の認識方法。
例えば書面による棚卸確認を行う。

● ●

1 3 小売店(顧客)の値引きを企業が負担する場合A社(家電メーカー)が、量販店の値引額(の一部)を負担する
ことを予め合意する場合(口頭の合意も含む)。
企業が量販店の商品在庫に係る将来の値引販売の値引額
(の一部)を負担することを予め合意する場合(口頭の合意も
含む)。

以下の2つの会計処理例
①商品引渡し時に商品の金額で収益を認識する会計処理
②商品引渡し時に商品の金額から値引負担見積額を控除
した金額で収益を認識する会計処理

①【値引負担額が信頼性をもって見積もりできる場合】物品
引渡し時に商品の金額から値引負担見積額を控除した金
額で収益を認識する。
②【値引負担額が信頼性をもって見積もりできない場合】値
引負担額の見積もりができるようになった時に収益を認識
する。(物品引渡し時には収益は認識しない。)

①【値引負担額が信頼性をもって見積もりできる場合】物品
引渡し時に商品の金額から値引負担見積額を控除した金
額で収益を認識する。
②【値引負担額が信頼性をもって見積もりできない場合】値
引負担額の見積もりができるようになった時に収益を認識
する。(物品引渡し時には収益は認識しない。)

口頭での合意では、金額を信頼性をもって測定できない。 ● ● ●

1 4 他企業からの納入品と据え付け A社は内国の顧客に機械を販売しているが、顧客の検収条
件は明示されていないが、経験的に他社の物品との組合せ
据付作業の完了時点になっている。

以下の2つの会計処理例
①検収時点で収益を認識する。
②出荷時点で収益を認識する。

・顧客の検収時点で収益を認識する。
(経済的便益が流入する可能性。)

・顧客への到着時点に収益を認識する。
(企業の履行義務は機械の指定場所への納入のみ)

いつ企業の履行義務は充足されたか。 ●

1 5 出荷基準 A社は商品を、内国の顧客指定の場所に納入している(契約
/合意)。顧客は、受取後速やかに、自己の基準で検査し、
検収する。当該取引において過去に問題はない。

・企業は商品を顧客に向けて出荷した時点で収益を認識す
る。
(出荷時点で財貨が売り手から買い手に移転する当事者間
の合意がない場合は、本来、J-GAAPでは出荷時点で収益
を認識することは適切でない。)

・顧客の商品の受入検査が終了した時点で、企業は収益を
認識する。
売り手から買い手への所有に伴う重要なリスクの移転が重
要。多くの場合には、所有権の法的移転や占有の時点。

・顧客の検品終了時点に収益を認識する。 企業の履行義務は、不良のない商品を顧客の指定場所に
納品すること。

●

1 6 返品許容の取引 レコード会社のA社は、レコード販売店に対して返品を販売
契約で認めている。

・レコード会社は、レコードを販売店へ引渡した時に、レコー
ドの金額で収益を認識し、当該レコードの売上総利益相当
額を返品調整引当金に繰り入れる。
(本来はNG→引当金繰入額をレコード代金から控除した額
を収益計上すべき。)

・レコード会社は、レコードを販売店へ引渡した時に、レコー
ドの金額から売上総利益相当額を控除した金額で収益認識
し、返品調整引当金に繰り入れる。

・レコード会社は、レコードを販売店へ引渡した時に、レコー
ドの金額から返品見積額を控除した金額で収益認識する。
返品見積額は返品負債に計上。また返品実施時にレコード
を回収するコストの見積額を資産に計上し未払いを立てる。

返品に係るリスクの見積もり。 ●

1 7 船積基準(仕向地持込渡し) A社は、外国の輸入者が指定した外国の倉庫、工場等に商
品を納入する、仕向地持込渡し条件の下に商品の輸出取
引を行う。

・企業は、指定場所へ輸出のために、商品を船積みした時
に収益を認識する。
(本来はNG→輸入者が商品を検収した時点で収益を認識す
べき。)

・企業は海外の輸入者が検収した時点で収益を認識する。 ・企業は海外の輸入者が検収した時点で収益を認識する。 いつ企業の履行義務は充足されたか。 ●

1 8 船積基準(本船甲板渡し) A社は、外国の輸入者と本船甲板渡し条件の下に商品の輸
出取引を行う。
出荷時点から輸入者指定の場所までの保険契約は売り手
である企業が保険証券持参払いで契約され、商品と共に船
積みされ、保険金の請求は輸入者が行う。
過去に、輸送中の商品の毀損は起こったが、輸入者から企
業に対して保証請求されたことはない。

・企業は、指定場所(港)へ輸出のために、商品を船積みした
時に収益を認識する。収益認識の金額は、商品対価
(FOB)、外航運賃、保険料の合計額である。

・企業は、指定場所(港)へ輸出のために、商品を船積みした
時に収益を認識する。収益認識の金額は、商品対価
(FOB)、外航運賃、保険料の合計額である。

・企業は、指定場所(港)へ輸出のために、商品を船積みした
時に収益を認識する。収益認識の金額は、商品対価
(FOB)、外航運賃、保険料の合計額である。

いつ企業の履行義務は充足されたか。 ●

1 9 請求済未出荷販売 A社は商品を内国の顧客に販売し、代金の決済は行われ
る。販売した商品を顧客の指示があるまで預かる(当該商品
は他とは区分して保管)。

以下の2つの会計処理例
①商品引渡し時に商品の金額で収益を認識する会計処理
②商品代金の請求時に商品の金額で収益を認識する会計
処理
(本来、②の処理が認められるのは、商品の未出荷の理由
が顧客の経済合理的な理由に基づくもので「財貨の移転の
完了」と「対価の成立」を満たしている場合のみ。)

・商品代金の請求時に商品の金額で収益を認識する会計処
理

・商品代金の請求し顧客が支払いをを認めた時に商品の金
額で収益を認識する。

(論点10)
・企業が支払いを受ける現在の権利は?
・顧客の法的所有権
・企業の物理的占有が移転した
・顧客が所有に伴う重大なリスクと経済価値を有する
・顧客が検収

●

1 10 据付け作業付き販売① A社は機械を内国の顧客に機械を販売し、(A社にとって)単
純な据付け作業(配線作業他)を行う。
契約上の条件では、据え付け作業後に顧客が検収し、対価
を支払う。

・A社は商品の顧客への納入時点で収益を認識する。
(据え付け作業が単純作業である場合は、納品時点で「財貨
の移転、役務の提供の完了」「対価の成立」を実質的に満た
している。)

・A社は商品の顧客への納入時点で収益を認識する。 ・企業は商品の顧客への納入し据付け作業完了時点で収
益を認識する。

(論点3)
・別個の履行義務／単一の履行義務の判断
・単純の据付け作業は他者でも容易に実行できるため、機
械の販売と据え付け作業は別個の履行義務である。ただ
し、納入と据え付け作業は同日に行うため、実務上は作業
完了時点での収益を認識する。

● ●

1 11 据付け作業付き販売② A社は内国の顧客に検査装置を指定場所に納入し、据付け
作業及び調整作業を行う。
(精密機器代金、据付け作業、調整作業は契約にて区分さ
れている。)
顧客は、当該精密機器が要求性能を満たすことを確認した
うえ、検収する。

・企業は、商品の納入、据え付け作業にて要求性能を満た
し、買い手が検収した時点に収益を認識する。
(顧客の要求水準を満たすためには、据付け作業に一定の
時間での追加作業を要す。)

・企業は、商品の納入、据え付け作業にて要求性能を満た
し、買い手が検収した時点に収益を認識する。

・企業は、商品の納入、据え付け作業にて要求性能を満た
し、買い手が検収した時点に収益を認識する。

(論点3)
・別個の履行義務／単一の履行義務の判断
・据付け・調整作業は複雑な役務であり、これが完了しなけ
れば顧客にとって当該機械の価値がない。

● ● ●

1 12 支払留保条件付き契約 A社は内国の顧客に精密機器を指定場所に納入し、据付け
作業及び調整作業を行う。
(精密機器代金、据付け作業、調整作業は契約にて区分さ
れている。)
顧客は、当該精密機器が要求性能を満たすことを確認した
うえ、検収する。検収まで、当該精密機器の代金の一部の
支払いが留保される。
過去の販売実績では、調整作業完了後に要求性能を満た
さなかったことはほとんどない。

・企業は、顧客の指定場所に精密機器を納入後、据付け作
業・調整作業を完了した時点に収益を認識する。
(本来は顧客の検収時点に収益認識すべき。)

・企業は、顧客の指定場所に精密機器を納入し据付け作
業・調整作業を行い、顧客が検収した時に、収益を認識す
る。

・企業は、顧客の指定場所に精密機器を納入し据付け作
業・調整作業を行い、顧客が検収した時に、収益を認識す
る。
但し、精密機器の納入、据付け作業、調整作業が別個の履
行義務に該当する場合は、それぞれ公正価値の取引価格
を認識しなければならない。

①いつ企業の履行義務は充足されたか。
②別個の履行義務か否か。
当例の場合は、検収条件に要求性能を満たすことがあるた
め、単一の契約となる(別個の履行義務に当たらない)。

● ● ●

1 13 委託販売類似① 化粧品製造業のA社が、顧客である百貨店に化粧品を販売
する。
一般消費者に化粧品を販売した時に化粧品等の仕入れと
みなす旨が、取引基本契約に定められている。

・化粧品会社は、百貨店で一般消費者に化粧品販売した時
点に収益を認識する。

・化粧品会社は、百貨店で一般消費者に化粧品販売した時
点に収益を認識する。
但し、百貨店は代理人に該当するため、百貨店への収益の
額は売上総利益の金額(純額)となる。

・化粧品会社は、百貨店で一般消費者に化粧品販売した時
点に収益を認識する。
但し、百貨店は代理人に該当するため、百貨店への収益の
額は売上総利益の金額(純額)となる。

・本人か代理人か
・商品の在庫リスク

●

1 14 委託販売類似② A社は商品を輸入して、内国の代理店・特約店に販売してい
る。
代理店・特約店は第三者に商品を販売するまでは仕入債務
の支払い義務が生じない旨、及び一定期間第三者に販売
できない場合に商品を企業に返却できる旨が、取引基本契
約に定められている。

・企業は、代理店・特約店が商品を第三者に販売した時点
で収益を認識する。

・企業は、代理店・特約店が商品を第三者に販売した時点
で収益を認識する。
但し、代理店・特約店は代理人に該当するため、代理店・特
約店に対する収益の金額は売上総利益の金額(純額)とな
る。

・企業は、代理店・特約店が商品を第三者に販売した時点
で収益を認識する。
但し、代理店・特約店は代理人に該当するため、代理店・特
約店に対する収益の金額は売上総利益の金額(純額)とな
る。

・本人か代理人か。
・商品の在庫リスクは。

● ●

1 15 通信販売(クーリングオフ) A社は一般消費向けの通信販売にて商品を販売している。
(法律にクーリングオフ制度の規定。)

以下の3つの会計処理例
①商品の顧客への納品時点で収益を認識し、顧客より返品
された時点で収益を取り消す。
②商品の顧客への納品時点で商品販売額を収益を認識
し、合理的な基準(例えば過去の返品実績率等)で引当金を
見積もり、繰り入れる。
③商品の顧客への納品後、購入の意思を明示した時点また
はクーリングオフの期間が終了した時点で収益を認識する。
(J-GAAPでは、厳格には②であるべき。)

・商品の顧客への納品後、購入の意思を明示した時点また
はクーリングオフの期間が終了した時点で収益を認識する。

・商品を顧客に納品した時に商品代金から返品見積額を控
除した額で収益を認識する。返品見積額は返品負債に計
上。また返品実施時に商品を顧客から回収するコストの見
積額を資産に計上し未払いを立てる。

●

1 17 直送取引 A社は継続的に、内国一般消費者からの受注に基づき、量
産家具(一般消費財)を製造業者から仕入れ、販売する。当
該家具は製造業者から顧客に直送される。

以下の2つの会計処理
①企業は仕入先製造業者から家具が出荷される時点で収
益を認識する。(総額または純額)
②企業は家具を顧客に引き渡す時点(顧客に配送される時
点)で収益を認識する。(総額または純額)

・企業は家具を顧客に引き渡す時点(顧客に配送される時
点)で収益を認識する。

・企業は家具を顧客に引き渡す時点(顧客に配送される時
点)で収益を認識する。

企業の履行義務は、不良のない商品を顧客の指定場所に
納品すること。

1 18 有償支給取引 完成品製造業者のA社は、製品の部品を外注加工業者を有
償支給している。
我が国の取引慣行では、通常は外注加工業者は優秀支給
品の価格変動に伴うリスクを実質的に負わない。

【完成品製造業者の企業】
収益を認識できず、部品を外注加工業者が受け取った時点
で、部品代(契約単価)を費用(材料費)の戻し処理を行う。

【外注加工業者】以下の2つの会計処理
①≪純額≫加工が済み当該部品を企業に納入した時点
で、加工代相当額を収益に認識する。
②≪総額≫加工が済み当該部品を企業に納入した時点
で、部品代と加工代相当額まの合計額を収益に計上する。
(当該部品を企業から受領した時点で仕入れ計上する。)
J-GAAPでは、本来、有償支給部品の完成品製造企業によ
る買戻しが予定されており価格変動リスクを負っていないた
め、総額での収益認識は認められない。

【完成品製造業者の企業】
収益を認識できず、部品を外注加工業者が受け取った時点
で、部品代(契約単価)を費用(材料費)の戻し処理を行う。

【外注加工業者】以下の2つの会計処理
・≪純額≫加工が済み当該部品を企業に納入した時点で、
加工代相当額を収益に認識する。

【完成品製造業者の企業】
収益を認識できず、部品を外注加工業者が受け取った時点
で、部品代(契約単価)を費用(材料費)の戻し処理を行う。

【外注加工業者】以下の2つの会計処理
・≪純額≫加工が済み当該部品を企業に納入した時点で、
加工代相当額を収益に認識する。

● ● ●
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1 19 買戻条件付き販売 自動車販売業であるA社は、顧客の要求により販売3年後に
当初販売金額の40%の金額で買い戻す契約条件で、自家用
車を販売している。

以下の2つの会計処理
①企業は、自家用車の自動車登録時点で、販売金額全額
を収益として認識する。
②企業は、自家用車の自動車登録年月から、販売金額から
買戻額を控除した金額を3年間の月割均等にて収益認識す
る。
J-GAAPの条を厳格に解釈すると「財貨の移転の完了」要件
を満たしていないため、①の会計処理は認められない。

・企業は、自家用車の自動車登録年月から、販売金額から
買戻額を控除した金額を3年間にわたって収益認識する(例
えば月割)。
　買い手が買戻し特約を行使しない意思決定の時点に、当
初販売金額から既に月々収益認識した額の合計額を控除
した残額を収益認識する。
　 (売り手から買い手への所有に伴うリスク及び経済的価値
の実質的な移転)

・企業は、自家用車の自動車登録年月から、販売金額から
返品見積額(買戻額に返却率を乗じた金額)を控除した金額
を3年間にわたって収益認識する(例えば月割)。
返却見積額は返品負債に計上。また返却実施時に商品を
顧客から回収するコストの見積額を資産に計上し未払いを
立てる。
　買い手が買戻し特約を行使しない意思決定の時点に、当
初販売金額から既に月々収益認識した額の合計額を控除
した残額を収益認識する。
　 (売り手から買い手への所有に伴うリスク及び経済的価値
の実質的な移転)

● ● ● ●

1 19 雑誌等の定期購読契約 出版社であるA社は、月間誌を発行し、顧客と1年間の定期
購読契約を交わしている。1月は毎年、特大号として特別価
格を設定して販売している(他の月は定価)。

・出版社は、毎月、年間購読料を12分割して収益認識する。 ・出版社は、毎月、年間購読料を12分割して収益認識する。
但し、新年特別号に付す特別価格や当該原価が、他の月に
比べて著しく高い場合は、その分を勘案して収益計上額を
決定する。

・出版社は、毎月、年間購読料を12分割して収益認識する。
但し、新年特別号に付す特別価格や当該原価が、他の月に
比べて著しく高い場合は、その分を勘案して収益計上額を
決定する。

● ●

1 20 雑誌等の定期購読契約 出版業のA社は、月間誌を発行し、顧客と1年間の定期購読
契約を交わしている。年間購読料金は、月々、書店で購入
する場合の年間合計額より10%を割り引いて設定している。

以下の2つの会計処理
①出版社は、毎月、10%割引後の年間購読料を12分割して
収益認識する。
②出版社は、毎月、雑誌の定価を収益認識する。また10%の
割引額は、契約を交わした月に販売奨励金として販管費に
計上する。
←J-GAAPでは厳格には②の会計処理は認められない。

・出版社は、毎月、10%割引後の年間購読料を12分割して収
益認識する。

・出版社は、毎月、10%割引後の年間購読料を12分割して収
益認識する。

● ●

2 トピック
2 3 消化仕入 総合スーパーのA社は、テナントである小売店との商品売買

契約を締結し、顧客に商品が販売される際は、一旦、小売
店から当該商品の仕入れを行い、仕入値に粗利益を加えた
価格(売値)で企業が顧客に販売する。

・企業は顧客への販売時点に売値(総額)を収益に計上する
(同時に仕入を計上する)。

・企業は顧客への販売時点に粗利益(純額)を収益に計上す
る(販売手数料)。
←注文を執行する責任を企業が実質的に負っているとは言
えず、商品の売価設定への裁量権も小さい。在庫リスクも負
担していないため。

・企業は顧客への販売時点に粗利益(純額)を収益に計上す
る(販売手数料)。
←注文を執行する責任を企業が実質的に負っているとは言
えず、商品の売価設定への裁量権も小さい。在庫リスクも負
担していないため。

・本人か代理人か。
→履行義務の対象の財/サービスの企業の支配
・履行義務の責任
・重要な在庫リスクの負担
・価格設定に対する企業の裁量権

●

2 4 リベート 家電製造業であるA社は、量販店である顧客に対して、四半
期毎の期間内に一定数量の小売りに対して一定金額をリ
ベートとして支払う契約を交わしている。

当該期間の商品販売金額を収益認識した上で、リベートに
関して以下の2つの会計処理
①企業は四半期時点で当該期間の小売数量に対するリ
ベート額を売上高から控除する。
②企業は四半期時点で当該期間の小売数量に対するリ
ベート額を販売奨励金として販管費に計上する。
←コマーシャルの協賛・経費補填等、特定の宣伝活動と紐
付く場合を除き、J-GAAPでは厳格には②の会計処理は認
められない。

・企業は四半期時点で当該期間の小売数量に対するリベー
ト額を売上高から控除する。
←リベートは販売価額の減額/売上代金の返金

・企業は、商品を量販店に納入した時点で個々の商品代金
から当該商品当たりのリベート相当金額を控除した金額で
収益を認識する。
(期待値または最頻値。収益の重大な戻入れが生じない範
囲。)
　四半期末にリベート実績金額を元に当該期間の収益の金
額を再計算し、修正する。

● ●

2 6 間接税等の表示方法 ガソリンスタンドを経営するA社は、ガソリン・灯油等の燃料
を一般消費者に販売する。
(ガソリン・灯油等は卸売業者から引き取った時点で、企業
は納税義務を負う。)

・消費者に燃料を引渡した時点(給油・配達等)に揮発油税
が含まれる売価で収益を認識する。

・消費者に燃料を引渡した時点(給油・配達等)に揮発油税
等が含まれる売価から揮発油税等を控除した金額で収益を
認識する。

・消費者に燃料を引渡した時点(給油・配達等)に揮発油税
等が含まれる売価から揮発油税等を控除した金額で収益を
認識する。

●

2 8 取引額の修正 A社は消費財製造業のB社に継続的にアルミ材を販売す
る。
販売単価は、LMM取引価格とドル円為替レートをベースに
12月､3月､6月､9月の各15日に翌月から3ヶ月間について両
社間で定める。但し各ベース値が5%を超えて変動した場合
には両社間で取引単価の修正協議を行う(バックデートとし

・A社はB社にアルミ材を引き渡した時点でその時点の販売
単価に数量を乗じた金額で収益を認識する。販売単価が修
正された場合には新単価が適用された日の取引まで遡り修
正する。

・A社はB社にアルミ材を引き渡した時点でその時点の販売
単価に数量を乗じた金額で収益を認識する。販売単価が修
正された場合には新単価が適用された日の取引まで遡り修
正する。

・A社はB社にアルミ材を引き渡した時点でその時点の販売
単価に数量を乗じた金額で収益を認識する。但し価格決定
までの間は価格低下を勘案し、戻し入れが生じない最低価
を見積もりその額で収益認識する(期待値、最頻値、過去の
最低価等の方法)。

(論点6)
・「不確実性によって、収益の累計額に重大な戻し入れが生
じない可能性が高い範囲」の見積もり

● ●

2 10 複合契約 自動車ディーラーのA社は、顧客との契約条件として販売後
5年間の無償保守サービスを付与して自家用自動車を販売
した。

・当該自動車の登録時(登録後遅滞なく顧客に納車)に自動
車販売代金を収益に認識する。

・保守サービスを1個の独立した契約と認識し、自動車の販
売と共に、個別に識別可能な構成要素としてそれぞれの公
正価値を測定し、自動車の代金は自動車登録時に、保守
サービスはサービスの履行に応じて、収益認識する。

・保守サービスを別個の独立した履行義務と認識し、自動車
の販売と共に、個別に識別可能な構成要素としてそれぞれ
の公正価値を測定し、自動車の代金は自動車登録時に、保
守サービスはサービスの履行に応じて、収益認識する。

(論点3)
・保守サービスは、企業に代わって他の自動車整備業者で
提供しうる。販売された自動車はそれ自体で顧客にとって価
値がある。

● ● ● ●

2 11 分割検収役務提供 A社は、顧客の求めに応じて、複数の製造用機械で構成さ
れる製造用プラントの設計・手配・据付け試運転作業を行っ
ている。

・複数の役務提供が一括検収される場合と提供される異な
る役務毎に分割検収される場合がある。実務上、以下の2つ
の会計処理が行われる。
①全ての役務提供が一括された時点での収益認識
②各役務提供完了時点での合理的に区分・配分連れ金額
での収益認識

J-GAAPでは、「(財貨の移転又は)役務提供の完了」要件の
ポイントは提供された各役務が単独で顧客にとって価値が
あるかどうか。「対価の成立」要件のポイントは対価が契約
上区分されているか適切に対価の額を各役務提供毎に分
解されていること。

①【提供された異なる役務が個別に識別可能な構成要素で
あり、それぞれの公正価値が適切に測定できる場合】各役
務提供完了時点での収益認識
②【①以外の場合】全役務提供が完了し顧客が全てを検収
した時点での(一括)収益認識

①提供された異なる役務が個別に識別可能な構成要素で
あり、それぞれの公正価値が適切に測定できる場合には各
役務提供完了時点での収益認識
② ①以外の場合は全役務提供が完了し顧客が全てを検収
した時点での(一括)収益認識

● ●

3 1 不動産 条件付販売 不動産業のA社は工業団地土地をB社に売却したが、売買
契約にはA社は土地の液状化対策工事を引渡し3ヶ月後ま
でに完了する旨の条件が付されている。

以下の3つの会計処理
①A社は、所有権移転登記を終えB社に土地を引き渡した
時点に売却金額で収益認識を行う。
②A社は、移転登記、土地引渡し、及び対策工事が完了し
たときに売却金額で収益認識を行う。
③A社は、移転登記が済みB社に当該土地を引き渡したとき
に売却金額のうち土地代分の金額について収益認識を行
う。また液状化対策工事が完了した時点で工事分の金額の
収益を認識する。
←J-GAAPでは、厳格には①②の会計処理は認められな
い。

・A社は、移転登記が済みB社に当該土地を引き渡したとき
に売却金額のうち土地代分の金額について収益認識を行
う。また液状化対策工事が完了した時点で工事分の金額の
収益を認識する。

・A社は、移転登記が済みB社に当該土地を引き渡したとき
に売却金額のうち土地代分の金額について収益認識を行
う。また液状化対策工事が完了した時点で工事分の金額の
収益を認識する。

・支配が移転した時期はいつか。
・履行義務は何か、分割か一括か　土地の単独で使用価値
はあるのか。
・顧客に対する履行義務が充足したか。

● ●

3 2 不動産 条件付販売 不動産業のA社は工業団地土地をB社に売却するが、売買
契約はA社は契約3ヶ月後までに土地の液状化対策工事を
完了し引き渡す旨の条件となっている。

以下の2つの会計処理
①A社は、B社への所有権移転登記を終えた時に売却金額
で収益認識を行う(引渡しは対策工事完了後)。
②A社は、移転登記及び対策工事が完了しB社に当該土地
を引き渡したときに売却金額で収益認識を行う。
←J-GAAPでは、厳格には①の会計処理は認められない。

・A社は、移転登記及び対策工事が完了しB社に当該土地を
引き渡したときに売却金額で収益認識を行う。

・A社は、移転登記及び対策工事が完了しB社に当該土地を
引き渡したときに売却金額で収益認識を行う。

・支配が移転した時期はいつか。
・履行義務は何か、分割か一括か　土地の単独で使用価値
はあるのか。
・顧客に対する履行義務が充足したか。

● ●

4 役務提供
4 3 ITソフトウェア製品・保守契約 A社はITソフトウェアを開発すると同時に3年間の保守業務

を顧客に約する。対価の総額のみが明記されており、それ
ぞれの金額は明示されていない。

(約した保守業務の内容により、)以下の2つの会計処理。
①ソフトウェアの納入時点に契約総額を収益認識する。
②ソフトウェアの金額と保守契約額を区分し、前者は納入時
点に、後者は契約期間にわたって収益を認識する。

(約した保守業務の内容により、)以下の2つの会計処理。
①【保守業務が製品の販売に付随する場合】ソフトウェアの
納入時点に契約総額を収益認識する。
②【保守業務が識別可能な場合】ソフトウェアの金額と保守
契約額を区分し、前者は納入時点に、後者は契約期間にわ
たって収益を認識する。

・企業は、ソフトウェアの開発と保守義務は単一の履行義務
とし、開発及び引渡しのシステム稼働後の3年間各会計期
間に亘って公正価値ベースで総額を配分し、収益を認識す
る。

(論点3)
・保守契約が製品の販売と別個の履行義務かどうか。
→開発したITソフトウェアの保守契約のため、容易に他の者
に代われない。また保守作業は当該ソフトウェアを利用ため
に欠かせない。

・保守業務が単独(の履行義務/識別可能)かどうかの判断
が、J-GAAP、IAS18とIFRS15/Topic606でまったく逆になる
ケースが生じ混乱する。
　IFRS15→　保守業務が一般他者でも提供できる一般的な
場合は独立した別個の履行義務、特別なものは独立してい
ない単一の履行義務、とされる。
　IAS18→　「識別可能なもの」(IAS18付録11項)「付随のも
の」(IAS18付録10項)で判断する。
「付随のもの」だから独立した履行義務ではないとはならな
いし、「特別なもの」だから「付随のもの」で利識別可能でな
いともならない。

● ● ●

5 周りの事例
5 8 製造用部品の有償支給 完成品製造業者のA社は、製品の部品を外注加工業者を有

償支給している。
我が国の取引慣行では、通常は外注加工業者は有償支給
品の価格変動に伴うリスクを実質的に負わない。

【完成品製造業者の企業】
収益を認識できず、部品を外注加工業者が受け取った時点
で、部品代(契約単価)を費用(材料費)の戻し処理を行う。

【外注加工業者】以下の2つの会計処理
①≪純額≫加工が済み当該部品を企業に納入した時点
で、加工代相当額を収益に認識する。
②≪総額≫加工が済み当該部品を企業に納入した時点
で、部品代と加工代相当額まの合計額を収益に計上する。
(当該部品を企業から受領した時点で仕入れ計上する。)
J-GAAPでは、本来、有償支給部品の完成品製造企業によ
る買戻しが予定されており価格変動リスクを負っていないた
め、総額での収益認識は認められない。

【完成品製造業者の企業】
収益を認識できず、部品を外注加工業者が受け取った時点
で、部品代(契約単価)を費用(材料費)の戻し処理を行う。

【外注加工業者】以下の2つの会計処理
・≪純額≫加工が済み当該部品を企業に納入した時点で、
加工代相当額を収益に認識する。

【完成品製造業者の企業】
収益を認識できず、部品を外注加工業者が受け取った時点
で、部品代(契約単価)を費用(材料費)の戻し処理を行う。

【外注加工業者】以下の2つの会計処理
・≪純額≫加工が済み当該部品を企業に納入した時点で、
加工代相当額を収益に認識する。

● ● ●
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コメント

5 29 専用ITシステムの開発・導入 A社は、顧客が提示した要件に基づき、ITソフトウェアを開
発・納入する。
全体を基本設計、詳細設計・プログラミング、システム導入
に分け、見積もり金額に基づき契約する。

・企業は、基本設計、詳細設計・プログラミングの段階には
その成果物を受領・確認した時点で、システム導入では合
意した詳細の導入計画が終了した時点で、それぞれの契約
金額を収益認識する。

・企業は、基本設計、詳細設計・プログラミングの段階には
その成果物を受領・確認した時点で、システム導入では合
意した詳細の導入計画が終了した時点で、それぞれの契約
金額を収益認識する。

・企業は、基本設計、詳細設計・プログラミングの段階には
その成果物を受領・確認した時点で、システム導入では合
意した詳細の導入計画が終了した時点で、それぞれの契約
金額を収益認識する。

・特定顧客向けの特別仕様のITソフトウェアの開発で、他者
に転用はできない。
　契約解約の場合のコストの補償は契約については契約に
は明記されていない(「両社で相談のうえ解決」の記述)。我
が国の商慣習では顧客が企業に保証することが多数と思わ
れる。

● ● ● ●

5 32 ITシステムの運用管理 ITシステムの開発開発業者のA社は、顧客B社へ開発・納入
したBシステムの運用管理を受託する。契約期間は1年間で
自動更新を付帯している。契約内容は基本部分と夜間・休
日対応部分に分かれ後者は時間当たり単価に業務対応時
間を乗じた金額を月毎に請求する。

・Bシステムの運用管理契約を基本部分と夜間・休日対応に
区分し、前者については月で定まった金額を、後者について
は対応業務時間に応じた金額を月々に収益認識する。

・Bシステムの運用管理契約を基本部分と夜間・休日対応に
区分し、前者については月で定まった金額を、後者について
は対応業務時間に応じた金額を月々に収益認識する。

・Bシステムの運用管理契約を基本部分と夜間・休日対応に
区分し、前者については月で定まった金額を、後者について
は対応業務時間に応じた金額を月々に収益認識する。

● ● ●

5 33 製品の内国販売(卸売)　出荷基準自動車製造業のA社は自社製品の自家用車を内国ディー
ラーに販売する。ディーラーの希望により自社在庫のA社製
自家用車を色とオプション仕様の変更を認める(仕切価額の
調整あり)。またユーザーは初回点検サービスを受けられ、
故障に対しては自動車登録後3年間、無償修理が受けられ
る。

・自家用車をディーラーに出荷した時点で、自家用車の仕切
り金額で収益を認識する。一方、毎月末に当該月に当該自
動車売上高に過去3年平均の売上高クレーム発生額比率を
乗じた金額を、製品保証引当金に繰り入れる(販管費)。

・自家用車をディーラーに出荷した時点で、自家用車の仕切
り金額で収益を認識する。一方、毎月末に当該月に当該自
動車売上高に過去3年平均の売上高クレーム発生額比率を
乗じた金額を、製品保証引当金に繰り入れる(販管費)。

・自家用車をディーラーに出荷した時点で、自家用車の仕切
り金額から返品(・交換)見積額を控除した金額で収益を認識
する(返品(・)交換見積額は返品負債に計上)。一方、毎月末
に当該月に当該自動車売上高に過去3年平均の売上高ク
レーム発生額比率を乗じた金額を、製品保証引当金に繰り
入れる(販管費)。

・3年間の故障に対する無償修理はアシュアランスのため、
「IAS37 引当金、偶発負債及び偶発資産」を適用する。
⇒当事例の場合、製品保証は別個の履行義務ではなく、自
家用車の販売と合わせて単一の履行義務。

● ● ● ●

5 34 製品の内国販売(小売) 自動車製造業のA社は、国内のディーラーB社に自社製品
の自家用車を販売する。一方、ユーザー渡りを促進するた
め、自動車登録に関して台当たり10万円の奨励金を2～4月
の期間に期間を区切って支払う旨を年初にディーラーと合
意した。

・自家用車をディーラーに出荷した時点で、自家用車の仕切
り金額で収益を認識する。合意した1月に奨励金を見積り引
当金に繰り入れる。

・自家用車をディーラーに出荷した時点で、自家用車の仕切
り金額で収益を認識する。合意した1月に奨励金見積額を収
益の戻しとして認識する。

・自家用車を出荷し、ディーラー到着にした時点で、自家用
車の仕切り金額で収益を認識する。合意した1月に奨励金
見積額を収益の戻しとして認識する。

● ● ●

5 35 製品の船積基準(本船甲板渡し) 自動車製造業のA社は、B国のディーラーB社に自社製品の
自家用車を輸出販売する。自家用車代金はFOB輸出港
ベースであり、A社が船積みの手配(A社が荷主)と海上保険
の手配(A社が保険者)を行う。海上運賃と保険料は別途、B
社に請求する。

・企業は、自動車を指定場所(港)へ輸出のために商品を船
積みした時に、自動車代金、海上運賃、保険料の金額で収
益を認識する。

・企業は、自動車を指定場所(港)へ輸出のために商品を船
積みした時に、自動車代金、海上運賃、保険料の金額で収
益を認識する。

・企業は、指定場所(港)へ輸出のために、自動車を船積みし
た時に収益を認識する。収益認識の金額は、商品対価
(FOB)、外航運賃、保険料の合計額である。

●

5 41 製品の生産ロイヤリティ A社は、B国のB社と自己が設計したロボットの生産を認める
契約を交わす。
その生産台数に応じて、1台当たり50USドルの生産ロイヤリ
ティを受け取る。

・月末日にB社より当月の生産台数の報告を受け、単価に
台数を乗じた金額を収益認識する。

・月末日にB社より当月の生産台数の報告を受け、単価に
台数を乗じた金額を収益認識する。

・月末日にB社より当月の生産台数の報告を受け、単価に
台数を乗じた金額を収益認識する。

・IFRS15 BC63 履行義務の充足による収益認識の例外規
定

●

5 46 農業用機器の操作指導 A社は自動運転機能付きの農業機器を製造販売する。
機器の販売とは別の契約で、農業稼働後に3ｹ月間、インス
トラクターを顧客の元に派遣し、自動運転操作指導の役務
を提供する。対価としては人件費(基準時給x時間)と出張経
費(実費)を顧客より収受する。

・企業は顧客に引き渡した時点で農業機器の代金の収益を
認識する。
また自動運転操作の指導が終了した時点で当該収益を認
識する。

・企業は顧客に引き渡した時点で農業機器の代金の収益を
認識する。
また自動運転操作の指導が終了した時点で当該収益を認
識する。

・企業は顧客に引き渡した時点で農業機器の代金の収益を
認識する。
また自動運転操作の指導が終了した時点で当該収益を認
識する。

(論点1) ● ● ● ●

 3 / 3

CL32 佐藤　郁裕


	CL32 佐藤　郁裕（コメント本文及び補足資料を事務局にて統合）
	CL32 佐藤　郁裕_【補足】収益認識整理



